平成23年度第２回市民福祉推進委員会議事録（要約）
１　開催日時
平成23年６月28日（火）　午後６時30分～８時30分
２　開催場所
市役所小田急線高架下分室　103・104会議室
３　出席者
（委　員）土岐　毅



　　　　　三島瑞子



　　　　　徳武　孝



　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫



　　　　　小野　翠



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　秋山　實



　　　　　長谷川泰



　　　　　田中修子



　　　　　岩﨑晋也



　　　　　福川須美



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝



　　　　　平林浩一



　　　　　小泉一夫



　　　　　小林万佐也



（事務局）小川正美（福祉保健部福祉サービス支援室長兼生活支援課長）



　　　　　西田久美子（介護支援課長）


　　　　　井上和信（児童青少年課長）



　　　　　長村卓也（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　松下順一（福祉サービス支援室総合調整担当主事）

４　欠席者
（委　員）佐藤宗幸　小野敏明　中川信子

５　傍聴者
２人
６　内容
会議次第


１　審議事項


　(1)地域福祉計画の評価について

資料1-1・1-2


　(2)福祉基本条例の改正について

資料2-1・2-2・2-3・2-4


２　報告事項



　(1)企業等の夏季節電対策における就労時間等の変更に伴う保育園及び学童



　　 保育所の受入れ体制について



　(2)新設保育園運営法人選定スケジュールについて



３　その他

７　会議の結果
委員長：　皆さんこんばんは。定刻となりましたので、第２回市民福祉推進委員会を始めさせていただきます。暑い日が続いていますが、東京都では高齢者の熱中症対策として、首に巻く保冷剤を75歳以上のひとり暮らし高齢者の方に配布するそうです。狛江市には、まだその情報が届いていないようですが、確認をしていただければと思います。それでは、事務局から資料の確認と本日の論点整理をお願いいたします。
（資料確認終了）

事務局：　本日は、地域福祉計画の評価と前回に引き続き福祉基本条例の改正について、議論を進めていただければと思います。
委員長：　本日は小野委員から欠席のご連絡をいただいております。事務局から説明がございましたが、本日は前計画となる地域福祉計画の評価を確認していただいて、次期計画に向けた課題や盛り込むべき事項の議論をしていただきたいと思います。さらに、前回の委員会に引き続き、福祉基本条例の改正について、その方向性のご検討をしていただきたいと思います。それでは、審議事項(1)「地域福祉計画の評価について」の説明を事務局よりお願いいたします。
事務局：　資料1-1と資料1-2をご説明いたします。まず、資料1-2をご覧ください。これは現行計画である第２次あいとぴあレインボープランの総合体系図となります。地域福祉計画の部分については、６つの基本目標が掲げられており、それぞれの基本目標に施策の方向が定められています。これを受けて、資料1-1では施策の方向ごとに、計画どおりに進んでいる（○印）、計画を踏まえ動き出している（△印）、まったく取り組みが行われていないまたは不十分（×印）の三段階で進捗状況を評価しました。また、基本目標ごとに施策の方向に関する評価を踏まえた総評を記載しています。
全体としては、まず情報開示に関することとして、第三者サービス評価の仕組みづくりが掲げられていましたが、取り組みは不十分となっています。また、窓口での連携や人材の確保という点についても、一部取り組みがされているところもあるものの、不十分であると言えます。地域福祉推進の基盤整備について、政策評価システムの導入や進行管理体制の確立が掲げられていましたが、事務事業評価は平成15年度より導入されているものの、本計画の評価や見直しにはつなげられていません。このあたりが次期計画における課題と思われます。
委員長：　何かご質問等はございますか。
委員：　△のものが多くありますが、どのようにすれば○印になるのか、解決策に関する説明はありますか。

事務局：　例えば、第三者サービス評価の仕組みづくりに関しては、計画では市自らが評価機関を設置することとなっていましたが、そのような体制づくりは難しく、現状では事業者が第三者評価を受審する際に評価費用の補助を行うことに留まっています。

委員長：　目標自体が高すぎたということもあるのかもしれませんが、達成できていない理由が財政的な問題なのか、行政の縦割りシステムによって出来なかったのか、丁寧に分析をしていただきたいと思います。個人的に気になる部分として、総合的支援のための体制整備にある医療・保健等関連サービスとの有機的連携についてですが、昔から医療・保健・福祉の連携が必要とよく言われてきましたが、行政による取り組みだけでは難しい面もあるのかもしれません。どこの自治体も医療への踏み込みが弱いと思います。
委員：　先日、障がい作業委員会において現行計画の評価を行ったところです。その際に総合的支援のための体制整備に関して、障がい分野では総合相談体制の充実がうまく進んでいないのではないかという指摘を受けました。市役所２階には福祉の総合相談窓口がありますが、障がい児については３階で対応しているのが現状です。また、職員体制の問題もあるのかもしれませんが、専門的なスキルを持った職員がいない、職員の異動がありベテランの担当職員がいないことにより、十分な相談対応が出来ていないのではないかという意見も出ていました。障がい分野については、制度そのものが頻繁に変わるなど行政にとっても対応が難しかった面もあると思いますが、他の分野での状況はどうでしょうか。
事務局：　子どもや子育てに関しては、子ども家庭支援センターが中心となって相談支援を行うことが基本ですが、市役所の子育て支援課でも対応を行っています。高齢者については、地域包括支援センターが市内に３ヶ所設置されており、困った時はまずセンターの方にご相談くださいというパンフレットも配布しています。市役所の介護支援課でも相談は受けており、その中の一つとして苦情相談も含めた介護に関する相談を月２回開催しています。
委員長：　市役所の２階には、総合相談窓口という看板はまだあるのですよね。
事務局：　障がい者分野では支援費制度の導入、また高齢者分野では介護保険制度が導入され、専門的な対応がより必要となった経緯があります。現状の市役所２階にある総合相談窓口は、高齢者と障がい者を対象とした窓口という位置づけとなっています。

委員長：　やはり介護保険制度が導入されたことにより、自治体で行ってきた総合相談的な機能が分かれていったのではないでしょうか。地域包括支援センターは民間への委託が多いと思いますが、成年後見や虐待など行政の責任が重い社会的課題が増えてきています。これを受けて民間への委託とは逆の流れとして、行政の中で相談機能を強化しようとする動きも全国でみられます。その先進的な例としては、静岡県富士宮市などがそうだと思います。また、長野県茅野市では地域包括支援センターが児童から高齢者、障がい者の分野も相談を受け付けるとともに、10月より地域福祉総合相談員を配置すると聞いています。東京都日野市でもモデル地域において、東京都のお金を使って地域包括支援センターの職員を増員し、発達障がいや精神障がいなども含めた総合的な初期相談の対応を行っています。各地の動向も調べて参考としてもらいたいと思います。
委員：　自立支援のための福祉サービスの充実における人材の養成と確保についてですが、どうしても即戦力となる人材を確保したいという考え方はあると思うのですが、社会教育で人材の養成を行い、福祉の方で活躍する場を提供するといった連携も必要なのではないでしょうか。例えば、子育て支援における人材の養成では、福祉の方でどのような人材が必要なのか、育った人材はどうやって活躍することが想定されるのかといった連携を図りながら、社会教育の中で子育て支援のサポーター養成を行う講座を組み込むことも考えられます。
委員：　福祉の中だけで人材養成を行うと、どうしても視野が狭くなると思います。社会教育で福祉とは何かといった大きな部分を学ぶことも大切なのではないでしょうか。狛江市でも、社会教育で育った人材が福祉の方で活躍している例は多いと思いますが、行政がもう少し教育と活躍の場をつなぐパイプ役を担ってほしいと思います。
委員：　全般的に、情報提供の仕組みをもっと徹底すれば、△から○へ、×から△になるものが相当あるのではないでしょうか。例えば、先日開催された障がい作業委員会では、大勢の傍聴者がいらっしゃいましたが、後で傍聴者と話をしてみたら、狛江市にこのような委員会があることをこれまで知らなかったとお聞きしました。また、狛江市では放射線量の測定結果を市のホームページで公表していますが、例えば保育園児の保護者の人から、ホームページに掲載されていることを知らないとお聞きしています。
委員長：　サービス事業者もそんなに多くないのだから、メーリングリストを作って情報を提供するなど、狛江市らしい情報提供の仕方が必要なのではないでしょうか。どんな情報をどういう手段でいつ提供するか、情報提供の仕方について検討が必要だと思います。
委員：　さきほどの人材養成における教育分野と福祉分野の連携についてですが、社会教育等で養成した人材を具体的な活動につなげていく、いわゆるコーディネートの役割を担う市民活動支援センターの設置を予定しています。すべてではありませんが、養成された人材の福祉分野への還元も視野に入れて検討が行われています。次期計画の目標年度までにはセンターが設置され、機能が発揮されると思います。
委員長：　社会福祉協議会の方での人材養成はどうなっていますか。

委員：　社会福祉協議会が関係するところとしては、市民参画による地域づくりだと思います。現行計画では市民主体の「あいとぴあ運動」の推進を掲げていました。これを受けて社会福祉協議会では３つの大きな目標を設定し、１つ目は市民の活動拠点を整備することでしたが、あいとぴあセンター内に拠点機能を設けることができ、目標を達成しています。２つ目は小地域福祉活動の推進で、これは岩戸地域からスタートし、猪方・駒井地域、野川地域、和泉地域の一部でも活動が行われています。これらの市民活動を展開していく上での学びあいの場として、基礎課程と実務課程からなるあいとぴあカレッジを開催していましたが、ホームペルパー２級の養成を行っていた実務課程については、都道府県による指定が無くなり終了しました。また、基礎課程の方については第15期までやっていましたが、内容のマンネリ化等を理由に幕を閉じています。現在はボランティアセンターを中心に、福祉教育とボランティア活動の推進、これと並行して小地域活動の推進することで、市民のささえあいによる活動を推進しています。
委員長：　ぜひ本委員会の専門作業部会の方で、社会教育と地域との接点を調べていただいて、ここ数年間の社会教育事業としての活動で地域福祉に関連しているものはどのようなものがあるのか、どのような課題があるのか、検討してほしいと思います。
委員：　狛江市には、子どもの虐待防止や育つ権利等を定めた条例はあるのでしょうか。

事務局：　現状ではそのような条例は整備されていません。

委員：　例えば八王子市にはそういった内容の条例がありますが、狛江市で制定する考えはありますか。

事務局：　子どもの権利条例を制定している市もあるようですが、現時点において狛江市ではまだ考えていません。
委員長：　他にご質問や意見はございますか。

委員：　第三者サービス評価の仕組みづくりについてですが、現行計画では評価機関を市内に設置する方向を想定していたと思いますが、結果として東京都の評価制度を受審するサービス事業者への補助という形で行われています。障がい作業委員会でも話が出たのですが、何もかも市内や自前で設けるのではなく、事項によっては広域の資源を活用してカバーしていくという視点も必要だと思います。例えば、苦情解決の仕組みづくりについてですが、東京都の推進方針ではサービス事業者による苦情受付窓口と都による対応の中間として、市区町村に事業者では処理できないケースに対応する機能を設けるとしています。狛江市では、社会福祉協議会が市から委託を受けて、あんしん狛江として地域権利擁護事業と一緒に苦情受付窓口を設けています。この苦情受付の置き方も、サービス利用者と事業者の間に入って調整まで行う方法と、狛江市が現在行っていような専門の弁護士を配置して助言型の対応を行う方法があり、これも先ほどの自前で対応すべきなのか、広域で対応していくべきなのかといった論点があると思います。
委員：　稲城市では、弁護士や学識経験者、社会福祉協議会、市担当課等で構成された苦情処理委員会みたいなものが設置されています。

委員：　先ほど説明させていただいた狛江市における苦情受付窓口について、補足いたします。介護保険制度における苦情受付は市担当課の方で対応をしています。苦情の受付に関しては、介護保険制度に関するのものと、それ以外の法定サービスに関する受付窓口が分かれています。
委員：　狛江市には市長への手紙という制度がありますが、市民からの意見と回答をオープンにしていく必要があるのではないでしょう。

事務局：　手紙の内容と回答については、市のホームページに掲載していますが、そこに掲載されていることをもっと周知していく必要があると思います。

委員長：　あと、地域福祉推進の基盤整備における進行管理体制の確立ですが、事務局による自己評価が×となっています。本委員会に定期的に計画の進捗状況を報告するなど、しっかり行った方がよいと思います。まだ、ご意見等があろうかと思いますが、次の審議事項に進みたいと思います。それでは、審議事項(2)「福祉基本条例の改正について」の説明を事務局よりお願いいたします。
事務局：　資料2-1と資料2-2をご説明いたします。まず、福祉基本条例改正に向けた基本的考え方についてですが、前回の委員会でいただいたご意見を踏まえ、条例改正の方向性(案)を示させていただいております。一つ目の方向性として、ユニバーサル社会づくりの視点の導入では、①前文の狛江市民に限っている表現を「すべての人がともに生きる豊かな福祉社会の実現を願う」旨に変更、②福祉のまちづくりを進める上で、特に配慮すべき者を高齢者、障がい者その他心身機能の低下した者、妊婦、乳幼児を同伴する者その他の日常生活又は社会生活に行動上の制限を受ける者に拡大、③福祉のまちづくりの定義について、ユニバーサル社会づくりを踏まえて「高齢者等を含めたすべての人が自らの意思で自由に行動し、積極的に社会参加できるまちづくりを推進するための取組み」としての明確化としています。
二つ目の方向性として、ユニバーサル社会づくりに向けたまちづくりの推進では、①市民及び事業者の福祉のまちづくりに関する理解を深め、自主的な活動を促進するため、「意識啓発」、「情報提供・情報共有」、「支援」の条項を追加、②市の責務として新たに「市の施設の先導的整備」、「移動手段の確保」、「防災上の配慮」の条項を追加、③事業者の責務として新たに「就業機会の確保」、「市民及び市との連携」の条項を追加としています。
三つ目の方向性として、福祉のまちづくりをさらに進める仕組みづくりでは、①市民福祉推進委員会の所掌に「福祉のまちづくりに関わる基本的な事項」と「評価」の事項を加え、福祉のまちづくりを総合的に推進していく組織としての役割を明確化、②福祉のまちづくりに関する施策の定期的な評価・点検を実施する条項を追加、③計画の策定にあたっては、市民意見を反映する措置を講じる規定を追加としています。
四つ目の方向性として、市民の役割の重視では、①福祉のまちづくりへの理解と積極的な推進を新たに市民の責務に追加、②「新たなささえあい」の構築としています。この新たなささえあいについては、参考資料として資料2-3に中野区支えあい活動の推進に関する条例を示させていただきました。
委員長：　資料2-3にある中野区の条例は、今年の３月議会で議決、制定されたものです。狛江市の福祉基本条例をみると、第２章にあるハード関係の内容が重くなっています。ソフトの部分について、狛江市に合った仕組みをつくっていく必要があると思います。事務局より説明のあった福祉基本条例の改正について、何かご質問やご意見はございますか。

委員：　すべての人を対象とするという考えの中に入っているのだと思いますが、若者のひきこもりなど、社会と接することができない子ども達への支援も社会問題となっているので視野に入れるべきだと思います。あと、外国人のことも文言として入れてはどうかと思います。

委員：　福祉のまちづくりの定義を明確化したとのことでしたが、福祉のまちなので“ささえあう”など、福祉的な視点を表現するような文言を入れるべきではないかと思いました。
委員長：　確かに表現を精査することはとても重要だと思います。カタカナ用語は分かりにくいので使わない方がよいのではないでしょうか。

事務局：　条例の本文では、“ユニバーサル”という表現は使わないようにしたいと思います。

委員：　“ユニバーサル”よりも“共生”の方が分かりやすいと思います。

委員：　生涯を狛江市で暮らせる事を保障する、といった視点が弱いような気がします。

委員長：　条例となるとちょっと表現が難しくなってしまうのでしょうが、市民の願いを分かりやすく表現することは大事だと思います。他にご意見等はございますか。

委員：　障がいのある人にとっては、個人のプライバシー保護をどう考えるかがとても重要になると思います。昨年、高齢者と重度の身体障がいのある方の災害時の名簿作成について、市から通知がありました。集まった名簿は、いずれ町会などに配られると書いてありましたが、町会の会長がどのような人なのかも分からない状況の中で、自分の情報を提供すべきなのかどうか、とても悩みました。自分の情報がどのような形で、どこまで使われることになるのか、不安があると思います。
委員長：　個人情報の保護という点と非常時の支援について、とても重要なポイントだと思います。詳しく検証する必要があるのでしょうが、今回の東日本大震災では福祉避難所がどれだけ機能したのか、狛江市が福祉避難所のあり方を考える際の参考となるのではないでしょうか。また、被災地では地域では十分ケアができなくて、被災地を離れて入所している高齢者等が増えています。
委員：　狛江市の地域防災計画では、あいとぴあセンターが福祉避難所と位置づけられていますが、避難した後の支援について具体的な検討がされておらず、必要物資等の検討を含め見直しが必要であると考えています。
委員：　市内にある一部のグループホームでは、地域と協定を結び、緊急時の対応に備えているようです。

委員：　あいとぴあセンターだけでなく、災害発生時に市内にある福祉施設がどういう役割を担うべきなのかといった検討も必要だと思います。

委員長：　災害発生時の個人情報の提供について、個人情報保護条例ではどのようになっていますか。

事務局：　条例には、生命や身体または財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるときは、目的外利用や外部提供ができると規定されていますが、基本的には先ほど話のあった名簿作成時に、提供の同意を得ている人を対象として考えています。

委員：　福祉のまちづくりという言葉は良いのですが、“まちづくり”自身はどのように考えればよいのでしょうか。この定義がはっきりしていないのではないでしょうか。狛江市にはまちづくり条例がありますが、きちんと整合を図らないとおかしな事になると思います。

委員：　小さな店舗や賃貸住宅などが、バリアフリーを進めていくには限界があるのではないでしょうか。努力義務の設定等も考える必要があると思います。

委員長：　例えば、新聞配達の事業者はひとり暮らし高齢者の訪問を行うとか、それぞれの事業者ができることを努力義務として行うという考え方は良いのではないでしょうか。大阪府の豊中市では、行政と20くらいの事業者との間で協定を結んでいます。

委員：　“まちづくり”、“地域づくり”という言葉にちょっと違和感があります。人との関わりという部分をイメージしにくいのではないでしょうか。

委員長：　ソフト面を強調するような工夫が全体的に必要だと思います。各委員から、いろいろな論点をいただきましたが、これらを踏まえ事務局で条例案の作成を進めていただければと思います。
委員：　審議事項が終わるところでお願いがあるのですが、地域福祉計画の策定と福祉基本条例の改正にあたりまして、障がい作業委員会が盛んに開催されていますが、どのような検討がされているのか本委員会の冒頭にでも紹介していていただけると、参考になるかと思います。それともう一つですが、福祉基本条例に本委員会の責務として、高齢者福祉計画の策定というのがありますが、本委員会では一度も議論されていません。この計画についても議論しなければ、地域福祉計画、福祉基本条例の両方に盛り込むことができないと思います。
委員長：　私の方から、介護保険事業計画と高齢者福祉計画の策定について、少しだけお話しておきますが、まだ策定作業は始まったばかりです。次回の委員会にアンケート調査結果が出てくるのではないかと思います。

委員：　高齢者福祉計画の策定は、本委員会の責務だと思います。一方、介護保険事業計画は介護保険推進市民協議会が策定するものです。本委員会で高齢者福祉計画の議論を何らしていない状況下で、アンケート調査が実施されているようですが、事務局としてはどのように考えているのでしょうか。
委員：　障がい作業委員会の経過報告をいたします。これまで委員会を２回開催し、１回目で策定の進め方を検討し、現行計画の評価をきちんと行うことになりました。これを受けて、２回目の委員会で市担当課の方から進捗状況の報告をいただきました。今週末に３回目の委員会開催が予定されていますが、ここでは障がい団体やサービス事業者から計画に盛り込むべき事項のご意見をいただこうと思っています。その次の４回目の委員会では、２回目と３回目で出てきた論点の整理を行い、次回の本委員会でご報告ができるのではないかと考えています。相談支援体制や苦情解決の仕組み、さらには防災などについては、障がいに限らず他の分野にも関わるものなので、すり合わせをどこでするのか、検討が必要だと思います。重要な論点で地域福祉に関わる部分については、本委員会の専門作業部会と障がい作業委員会とが調整すべきなのか、それとも本委員会で議論しすり合わせをした方がよいのか、全体の進行管理を事務局の方で調整してほしいと思います。
委員長：　高齢者福祉計画もそういうことでよいのではないでしょうか。介護保険事業計画については介護保険推進市民協議会で策定するということですが、高齢者福祉計画についても次回の本委員会で報告ができるよう準備していただければと思います。よろしいでしょうか。

では、報告事項について、事務局より説明をお願いいたします。
事務局：　まず、企業等の夏季節電対策における就労時間等の変更に伴う保育園及び学童保育所の受入れ体制についてですが、今朝の新聞報道にもありましたが、サマータイムの導入につきまして、厚生労働省からニーズの把握とニーズに応じた実施体制の確保について通知がありました。これを受けまして、市内すべての保育園及び学童保育所の保護者に対しまして６月３日にニーズ調査を実施しました。その結果、保育園では企業の就業時間等の変更に伴う保育時間に影響のある児童数は11人、週休日等保育日に影響がある児童８人が確認されました。一方、学童保育所では企業の就業時間等の変更により保育に影響があると答えた児童数は17人でした。その後、保護者に聞き取りを行った結果、最終的に保育園では16人、学童保育所では６人の児童に、保育に影響があることが判明しました。なお、この人数には企業の対応と回答した人数は含まれていません。この結果、サマータイム対応として、開所時間を１時間前倒しのニーズが確認された保育園は和泉、藤塚、宮前、三島の４施設であったため、まずはこの４園で実施いたします。日曜日、祝日の休日対応については少数のニーズであったことから、仮園舎の１ヶ所で７時15分から19時15分までの11時間開所を行いたいと考えております。学童クラブではサマータイム対応を希望する児童が１人、週休日変更の希望者が５人となっています。週休日の変更については、７月から９月の日曜、祝日の８時半から17時までの開所を行いたいと考えております。また、週休日の変更で小学生クラブと放課後クラブの児童も学童保育所で受入れを行いますが、今のところ１人の受入れを予定しています。
続きまして、新設保育園運営法人選定スケジュールについてですが、平成25年４月の開設を目指して、運営法人の選定作業を進めています。これは、待機児童の解消と保育環境のさらなる拡充を図るため、認可保育園の新規設置を行うもので、狛江駅南口現自転車置保管所の市有地を活用し、より効率的な施設の設置運営を実現するため、施設建設に際して唯一国庫補助制度の補助対象となる社会福祉法人に限定して、公募により運営法人を選定します。選定は、応募のあった社会福祉法人の中から新設保育園運営法人選定委員会が審査し、市長が決定をします。運営法人に有償で土地を貸し付けることによって、最も経済性の高い方法で認可保育園を新規に設置することができ、また利用者にとっても多岐にわたる保育内容を展開している社会福祉法人が運営することにより、より利便性の高い保育園を提供できることとなります。応募資格は、東京都及び神奈川県に本拠を置き、関東地方において５年以上認可保育園を運営している社会福祉法第22条に規定する社会福祉法人とします。公募・審査スケジュールは、７月１日に運営法人公募要項を広報紙及び市のホームページで発表し、11月初旬には運営法人の決定、発表を行いたいと考えております。
委員長：　その他、事務局の方から何かございますか。
事務局：　次回の第３回委員会は、８月24日、18時半からの開催を予定しています。それから、地域福祉計画に係るアンケート調査は調査内容が確定し、７月１日に発送予定となっています。

委員長：　本日はどうもありがとうございました。お疲れさまでした。
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